
財団ホームページが
リニューアルしました！

さらに
検索しやすく
なりました！

http://www.ace.or.jp/ 検 索コージェネ財団

広報委員会 委員長　加藤 弘之

　昨年の 12 月 12 日、COP21 でパリ協定が採択されました。また、本年 4 月には、「建築物のエネルギー消費性
能の向上に関する法律」、いわゆる建築物省エネ法が一部施行されました。
　東日本大震災以降、BCP（事業継続計画）における電力供給維持機能や、電力デマンドのピークカット効果といっ
た、いわばテンポラリーな場面でのコージェネレーションの有用性に、強いスポットがあたった 5 年間となりました。
こうした中、冒頭の新たな枠組みのスタートは、コージェネレーションの恒常的な低炭素化効果・省エネルギー効果
が改めて注目される契機となることでしょう。
　当財団は、経済産業省の「長期エネルギー需給見通し」に謳われた『コージェネレーション（1，190 億 kWh 程度）
の導入』の実現に向けて、関連する幅広い情報を発信し、広く社会に貢献することを目指しております。
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